
参照条文 

資料３－参考資料４ 

 （無料の船員職業紹介事業の許可）  
第三十四条 船舶所有者を代表する団体 船員を代表する団体 船舶所有

○ 船員職業安定法（昭和２３年法律第１３０号）（抄） 

第三十四条 船舶所有者を代表する団体、船員を代表する団体、船舶所有
 者及び船員を代表する協同の団体又は公益を目的とする団体で次の条件 
 を具備するものは、国土交通大臣の許可を受けて、無料の船員職業紹介 
 事業を行うことができる。 
 一 当該団体の行う船員職業紹介が有料でなく、かつ、その事業が営利 
  を目的としないこと。  

二 国庫から補助金を受けないで無料の船員職業紹介事業を行うこと 二 国庫から補助金を受けないで無料の船員職業紹介事業を行うこと。
２ 前項の規定により無料の船員職業紹介事業を行おうとする同項の団体 
 は、その無料の船員職業紹介事業において取り扱う職種の範囲その他業 
 務の範囲（次条第二号、第四十条第三項及び第四十二条第二項において 
 「取扱職種の範囲等」という。）を定めて、前項の許可の申請を行うこ 
 とができる。  

国土交通大臣は 第 項 条件に適合する許 申請があ たときは３ 国土交通大臣は、第一項の条件に適合する許可の申請があつたときは、
 これに対し許可を与えなければならない。 
 
 （交通政策審議会等への諮問等）  
第九十五条 第五十五条第五項に規定するもののほか、この法律の施行に 
 関する重要事項については、国土交通大臣は交通政策審議会の、地方運 
 輸局長は地方運輸局に置かれる政令で定める審議会（以下「地方審議会 
 」という。）の意見を聴かなければならない。  
２～４ （略） 

 （法第三十四条に関する事項）  
第十三条 法第三十四条の規定により無料の船員職業紹介事業を行おうとす 

る者は 告示で定める事項を記載した許可申請書に定款 寄附行為又はこ

○ 船員職業安定法施行規則（昭和２３年運輸省令第３２号）（抄） 

 る者は、告示で定める事項を記載した許可申請書に定款、寄附行為又はこ
 れに準ずべき約款を添えて、国土交通大臣に提出しなければならない。  
２ 国土交通大臣は、前項の許可申請書を受理したときは、交通政策審議会 
 の意見を聴き、法第三十四条に規定された条件に適合するかどうかを決定 
 しなければならない。  
３～５ （略） 


